
１. はじめに

小学校であれ大学であれ, あるいはその他の教育機

関であれ, 教育実践は日常的に行われている活動であ

り研究もきわめて活発である｡ しかし ICT時代を迎

えてわが国の教育が当面している課題として, 生徒や

学生の学習に対する態度が極めて受身的であるという

ことがある｡ ICT時代では知識がつねに更新される

が, そのような事態に受身的な学習態度をそのままに

して ICTを用いて対処しようとするならば, 開発と

運営のための時間と労力は莫大なものになる｡ 本学会

や日本教育工学会などでは, e-Learningの研究が極

めて活発になってきているが, 受身的な学習態度の学

習者を満足させるようなシステムを開発しようとする

と, ますます受身的な態度を強化するシステムになる

危険性がある｡ 私はわが国の学生は欧米の学生と比較

して学習態度が受身的であると考えているが, 以下に

報告するのは ICTを導入するに先立って, そのよう

な受身的な学習態度をどのように克服するかを試みた

事例である｡ いわば教育の ICT時代を迎えるにあたっ

て, 一歩退いて明治以来の近代教育を特色づけてきた

受容の教育を, 変動社会に対応できる創造の教育に転

換するきっかけになればと考えて, e-Learningを導

入する前に試みているものである｡

これまでの科学的研究については客観性や普遍性が

重視されているが, 20世紀後半になって従来の科学的

認識の限界が指摘されるようになった｡ さらに教育が

複雑で多様な問題に直面するようになると, 臨床的な

対応が要請されるようになり, われわれの主観的な見

方や判断も重視されるようになってきた｡ 自然科学の

研究方法として発達してきた普遍性, 論理性あるいは

客観性の規準を人間科学に適用することの限界が指摘
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されるようになり���, 医学, 看護, 福祉などのよう
に臨床的業務に従事している専門家が採用している臨

床的な研究方法が, 教育技術の研究にも影響を及ぼし

たことが指摘できる���｡ また, 授業についても現象
学の視点からの研究が継続的に行われてきたことも見

逃せない���｡ 従来の科学的知識を探求する枠組みと
しての研究方法に代わって, 固有かつ特殊な事態に対

応できる研究方法の開発が望まれている｡

２. ユビキタス情報社会における教育実践と理論

２.１ 授業設計の固有性と研究方法

教育においては被教育者の人数が多いこともあって,

母集団と統計的手法にさらに確率論を導入することに

よって, 得られる知見に客観性と信頼性を保障すれば,

蓄積できる知識になるだろうとの期待があった｡ しか

し実際の授業では被教育者や環境は特殊で固有な条件

のもとに実施されているのであるから, 研究成果がか

ならずしも他の事例に適用できるとは期待できない｡

さらに授業は授業者によって設計, 実施, 管理, 運営

されるものであるから, 授業者を離れての客観性はあ

まり意味がない｡ しかも e-LearningはWebを介して

全世界に開かれているのであるから, 固有な授業実践

についての知識が客観的で普遍的であることを要求す

ることはあまり意味のあるものではない｡

ところで大学で担当する授業はそれぞれが固有なも

のであり, とくに授業者の教育観や専門的知識が色濃

く反映されるものであるからこそ, その固有性を求め

て学内外で相互利用することに意味がある｡ 授業の実

態は変化しているが, なかでも受講している学生は一

人ひとりが固有な存在であり, 母集団から選びだされ

た試料とみなすことができない｡ しかし, 授業は設計

するものであるから, その設計段階の判断が適切であっ

たかどうかは問うことができる｡ このような固有の事

例を設計することは, あらゆる技術分野で日常的なこ

とであるが, 教育分野では教育技術がまだ明確になっ

ていない｡ 授業を設計するときは学習者も学習環境も

それぞれが固有な存在であるが, それはちょうど建築

家が設計する建物の立地条件が多様であり, それぞれ

の建物も固有なものでありながら, さまざまなニーズ

に応じた設計がなされていることと対応づけられる｡

建築ではこのような固有なものを設計する過程でも他

人と協働できるし, 自分の経験を他の人と共有するこ

とができる｡ ところが, 教育ではそのような設計方法

が発達していないのはなぜであろうか｡ 教育において

は協働して設計することは不可能なのであろうか｡

２.２ 教育事象の固有性と研究方法

固有な対象にアプローチする方法としてアクション

リサーチ (action research) の手法が開発されてい

るが, 心理学におけるアクションリサーチについては,

つぎのように説明されている����｡
｢社会環境や対人関係の変革・改善など, 社会問題

の実践的解決のために, 厳密に統制された実験研究と

現実のフィールドで行われる実地研究とを連結し, 相

互循環的に推進する社会工学的な研究方法｡ 理論と実

践の相互フィードバックを中心概念として, グループ・

ダイナミックスの創始者であるレヴィンによって提唱

された｡ 具体的には,

(1) 計画段階：変革の対象となる事態の正確な観察と

分析を行い, 改善目標を設定するとともに, 過去の

研究知見を参考にして目標達成のための方策を検討

し仮説をたてる,

(2) 実践段階：仮説に従って具体的な活動を実践する

が, 必要ならば前もって訓練・教育を行う,

(3) 評価段階：活動の有効性と仮説の妥当性を検証す

るために, 目標達成度を客観的科学的測定に基づい

て行い, 活動内容や方策に改善すべき点の有無を検

討する,

(4) 修正段階：改善すべき点があれば修正を行って同

様の過程を繰り返すが, このとき実験研究の知見の

有効性を実地研究で確認し, 実地研究で示された知

見の理論的妥当性を実験研究で検証するという具合

に実験室と現場をリンクさせながら進める,

(5) 適用段階：目標が達成されたら, その成果を異な

る社会事象にも適用してみて, その方策の効用と限

界を見きわめる,

という手続をとる｡｣

このように定義されたアクションリサーチでは, 実

験研究と実地研究とを対応させているということと,
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客観的科学的測定に基づいて仮説を検証するという枠

組みであって, この方法論も従来の客観主義の立場を

踏襲している｡ それに対して私が試みているのは, 授

業実践者の主観と受講者との主観的なコミュニケーショ

ンを含み, 他の実践者の主観と相互に伝達することが

できるかという, すなわち間主観の問題であるので,

アクションリサーチの方法では問題は解決しない｡

他にも Problem Based Learningがある������｡ こ
の方法は医学部や薬学部の教育で採用されており, 学

生がグループになって討議し調査しながら問題解決を

図る教育方法である｡ 教育分野においてはまだ問題記

述が不明確であるので, 討議しながら問題を解決して

いくことを教育訓練の基礎とすることは困難である｡

さらにわが国の教育研究ではこれまで輸入することが

重視されていて, 目の前の実態に取り組みながら, 独

自の理論を形成するときの研究方法論がまだ十分に発

達していない｡ 現在はインターネットの普及によるコ

ミュニケーションと航空機による移動の容易さから,

教育改革も世界的規模で相互に影響しながら同時並行

的に進行している｡ したがって外国の実践事例や理論

に学ぶことも有益ではあるが, 研究方法を明確にしな

がら自国の教育を研究することがこれからの国際的貢

献である｡ 自国の教育問題を真剣に研究することが,

他国の教育にも役立つということを肝に銘じる必要が

あるだろう｡ そして固有な問題を解決するときにはじ

めて資源などを共有する可能性が浮かび上がってくる｡

２.３ 教育実践の理論と研究方法

実践的研究で問題になるのは, その理論である｡ 教

育実践研究では理論をどのように構築するかについて

の教育や演習がまだ十分に行われていない｡ では理論

とは何か｡ ここで哲学事典 (平凡社) からの説明を引

用しておこう｡

｢理論：法則を体系化したもの｡ われわれは一般に経

験にもとづいて経験法則 (一般化法則ともいう) を得

る｡ ボイル=シャールの法則, ケプラーの法則, 振子

の等時性の法則などはその代表的な例である｡ しかし

経験法則は相互の関係が不明であり, かつ自己の適用

限界, 近似の程度などもはっきりしない｡ これらのこ

とは, 理論を構成し, 経験法則をその理論のうちに位

置づけことによって, はじめて明らかとなる｡ したがっ

て理論を構成することは, ただ単にすでに得られてい

る経験法則を形式的に整備することではないのである｡

そのうえ理論を構成すると, まだ知られていない経験

法則を得ることができる｡ したがって理論を構成する

ことは, 科学にとってもっとも本質的なことなのであ

る｡ (以下略)｣

以上は科学における理論の意味を説明したものであ

り, 自然科学においては理論と経験法則との関係が明

確でこれまでにも教育されてきている｡ 自然科学では

研究者が観察したことを記述することから始める場合

が多いので, 理論命題と観察命題との関連を吟味すれ

ばよいが, 教育実践の理論はこの枠組みがまだ十分に

検討されていない｡ とくにわが国の教育研究が立ち遅

れている最大の原因は, 外国の教育思想を理論と称し

て安易に導入する傾向が強いことである｡ そのために

教育事象を観察し記録し分析してそれを解釈し, そこ

から解釈や判断の論理を吟味し展開する努力を怠って

きた｡ わが国の教育研究が遅れている原因は, 論理の

スタートとなる論拠を教育実践において自分が実践し

たこと, 経験したこと, 自分が考えたことを吟味する

ことに求めなかったことである｡ 欧米の教育思想の呪

縛から解放されることなく, 自分が見ている子どもや

学生の実態を判断の論拠としようとしなかったことに

起因している｡ 教育思想は重要である｡ しかしそれは

規範命題を形成するときに参照すべきもので, 教育実

践では観察命題や判断命題が重要である｡

実践的研究においては実践者の知覚, 判断, 行為な

どが重要な役割を占めており, その行為は状況に依存

している割合が大きいから, 文脈を離れての理論化は

あまり意味がない｡ すなわち固有の授業の文脈をどの

程度記述すればよいかという問題がつねに付きまとう｡

臨床医は治療している患者を記述する方法をもってい

るが, 教育ではこの点がまだきわめて弱い｡ 設計段階

ならびに実施段階では観察命題のほかに自分の判断を

記述した判断命題が重要であるが, そのような命題が

理論命題とどのような関連にあるかについて吟味する

ことがここでの目的である｡

２.４ ユビキタス情報社会における教育実践と理論

わが国は情報社会を迎えてコンピュータやインター

ネットが広く利用されているが, さらに携帯電話や
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PDAの急速な普及によってユビキタス情報社会を迎

えようとしている｡ ここでは ubiquitousを辞書にあ

る ｢遍在する｣ という意味で使用する｡ これまでの e-

Learningでは, コンピュータやインターネットなど

の新しい設備が整備されることによって始まるので,

普通教室での教育内容と方法とは異なったものである

と考えられている｡ それにたいしてユビキタス ICT,

なかでも携帯電話は一人ひとりの学生がすでに所有し

ており, 教室としても特別の施設設備を必要としない

ので, 従来の授業において利用することができる｡ し

かも携帯電話の機能はコンピュータやインターネット

などにも匹敵するものになりつつあり, 教育を根本的

に革新する可能性をもっている｡ したがって, まった

く新しい教授学の視点が必要になる｡

e-Learningなど ICTを活用した教育についての教

授学(pedagogy)の確立が望まれているが, それはこ

れまでのような著名な教育思想家や一部の教育学者の

主張からスタートするものではなく, 現在進行してい

る ICT を活用した教授 (teaching) と学習 (learn-

ing) を冷静に検討しながら適用できる教授学, すな

わち e-教授学 (e-Pedagogy) を構築することが重要

である｡

３. ICT 時代の教育技術

３.１ 理論化における経験からの出発

私が取り組んでいるのは, 教授学一般のことではな

く, 担当している大学の教職科目 ｢教育方法学｣ の授

業で実践を試みている u-学びの事例研究である｡ こ

の授業を設計し実施するときの根幹となっている u-

学び (u-Learning) は, すべての人にとってどこでも

いつでも (universal and ubiquitous learning) の意

味であり, 日常的な授業にユビキタス ICTを活用し

たときの学習の視点からみた枠組みである｡ 今後, ユ

ビキタス ICTはますます普及することが予想される

が, そのような事態にたいして教育実践の視点からの

アプローチを試みているものである｡

私が当面している研究課題は, 私立大学で実施され

ている多人数の授業において, チーム学習をベースと

しながらケータイならびに制約のあるコンピュータや

インターネットを利用する環境での主体的学習を実現

することである｡ このような研究の枠組みで理論化を

試みているが, ねらいとしていることは, １事例にお

いてこれまでの経験や科学的知見, 他の事例を参照し

ながら組織的合理的に改善するための方法を開拓する

ことである｡ これまでに主張されている Plan-Do-See

といった大枠では抜本的な改善は望めないし, まった

く新しい授業を開発するときの手掛かりが得られない｡

従来, 教育の研究では海外の研究成果を理論と称し

て導入するケースが多いが, その原因は教育実践につ

いて理論化するときの方法論が, わが国では明確になっ

ていないことに起因している｡ そこで現在実施してい

る多人数授業については, 授業開発を図１に示すよう

な枠組みで構想したときの個人的知識を修正するため

のループを基本として開発している｡ 授業改善ではな

くあくまでも授業開発であり, 実践者である私の経験
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図１ 知識としての教育技術を研究する方法の枠組み



を重視したアプローチになっている｡ すなわち実践者

の暗黙知を出発点として, 規範的アプローチ, 他の実

践事例の成果の適用, さらに科学的知見を参照しなが

らも, 設計者の主観的命題を実践することによって,

これまでに検討してきたように授業に関する仮説を形

成していく枠組みを採用している���｡ したがって本
実践の成果は, 学生が習得している能力, 最後に提出

するレポート, アンケート調査などを根拠としながら

教育実践についての仮説を形成することである｡

u-学びに関する e-教授学を構成するにあたって, つ

ぎのような命題の種類を想定して記述を試みている｡

規範命題：教育実践としての規範を記述したもので,

一般的には授業実践の前提である｡

判断命題：授業者が設計, 実施段階において判断した

内容であり, 一般的には仮説である｡

認識命題：学習者の状態, 学習環境など, 認識対象に

ついて記述したもので, 主観的記述も含む｡

説明命題：学習と教授行為との関連について説明して

いて, 一般的には仮説である｡

以上のような命題で授業過程の説明を試みているが,

これらの命題は, 具体的には前提と仮説として表現さ

れる｡ 現在進めている授業では, つぎのような規範命

題を設定している｡

規範：すべての国民は, その能力に応じて, ひとしく

学習する権利を有する｡

この命題は, 憲法第26条の規定を援用している｡

第26条 すべての国民は, 法律の定めるところによ

り, その能力に応じて, ひとしく教育を受ける権

利を有する｡

この規定は1946年に第二次世界大戦が終結し, 国土

が荒廃した状況で学校もほとんどが焼失し, 正規の教

員も不足した状況であったので ｢教育を受ける権利｣

としているが, 現状の少子社会では ｢学習する権利｣

とするのが適当であろう｡

学習権については1985年のユネスコの学習権宣言を

援用している｡ この場合, 学習権のみが主張されて権

利意識が先行すると弊害をもたらすので, 図２のよう

なチーム学習の規範を想定し, ロゴを考案して学習権

と責任との関連を意識づけている｡

教育を改善するためにコンピュータやインターネッ

トなどの設備を主要な要因と考えると, 財政的理由か

ら教育格差を解消することはできない｡ そこで u-学

びでは学習者の外的条件よりも内的条件(メンタルモ

デル)を重視し, つぎのような仮説を設定している｡

仮説：学習者の内的条件(メンタルモデル)を整えるこ

とに成功するならば, たとえ外的条件が不十分で

あっても, その困難を克服して主体的に学習する

ことができる｡

この仮説は突然に思いついたものではなく, 多人数

授業でコンピュータやインターネットの設備がかなり

制限されている環境下で, 学生の主体的学習を実現す

る試みを繰り返し実施してきた結果として形成したも

のである｡ まさしく私の長年にわたる経験則からの仮

説である｡ さらに教授と学習との関連を説明するため

につぎのような仮説を形成している｡

説明：学習過程は学習事象 (learning events) の系

列として記述することができる｡ 学習事象とは学

習を主とした授業を設計するときに学習過程を操

作するときの単位となるものである｡

説明：学習事象は, 図式モデルと命題とによって記述

することができる｡

以上の２つの説明命題から, 学習事象はモジュール

ともみなせるが, 開発された教材を単位とするもので

はなく, 具体的に学習活動と学習内容とで実現されて

いる学習の事象そのものであり, 場所的時間的に実現

しているものを意味している｡ すなわち教材モジュー

ルによって実現する事象であるといえる｡ このような

学習事象を単位として授業過程を操作することとし,

多人数の教育では教材として B5判のルーズリーフの

片面あるいは両面に印刷した図式や説明で制御できる

学習を単位として, その学習事象ごとに効果を検討で

きるような構造としている｡ この場合, 授業全体を構
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成するのにもっとも効果的な方法は, 学習事象の系列

を操作することである｡ 学習事象の具体的な例として

は図３のようなものがあげられる｡ このような学習事

象について図式モデルと命題とによって記述された学

習事象については図４のような枠組みで抽出している｡

授業をそれぞれ制約のある環境に深く埋め込まれた文

化的社会的な営みであるとみなしたとき, それを設計

し実施するためには単位となる学習事象が記述可能で

なければならない｡ 図３では図式モデルと命題によっ

て写真にあるような学習事象が生起していると考えて

いるので, 授業開発は具体的には図式モデルと命題と

によって生起する学習事象を開発することである｡ 現

在研究している教育方法学の授業では, このような図

式モデルと命題のモジュールが数多く開発されており,

現実に適用しながら検討している｡

３.２ 主体的学習の事例と e-教授学の構想

主体的学習は新しい概念ではない｡ 一般的な教授法

としてこれまでにも研究されているが, 最近のコンピュー

タやインターネットの普及, とくにユビキタス ICT

の進歩によって個人のニーズに合った学習環境を提供

するということが求められている｡ この場合, 従来の

教授法で多くみられるのは, 教師が指導し, 学習者が

その意味を理解して学習するという枠組みであったが,

ユビキタス ICTの普及によって, 個人の学習ニーズ

に多面的に対応できるような状況での教育理論が必要

である｡ 学習者が主体的に学習に取り組むためには,

時間と場所に限定されない学習を包括するような授業

の概念が必要であり, それを日常的に実現できる情報

環境が必要になる｡

教育実践にかかわる理論を構築する場合に十分配慮

しなければならないことは, 自然科学の理論とは異なっ

て, 教育は文化的歴史的地域的にそれぞれの社会に深

く埋め込まれているのであり, 欧米の教育理論が有効

であるとは限らないことである｡ とくに ICTの急速

な進歩によって世界はネットワークによって結びつつ

あるが, そのことが教育の普遍性をかならずしも促進

するものではなく, 教育問題がそれぞれの社会的背景

を反映してますます複雑さを増していることである｡

したがって研究対象としている授業の実態をどのよう

に記述するかが重要になっている｡

私が提起している問題は, 得られた知見の普遍性や

信頼性を主張するものではなく, 私立大学の多人数授

業の問題を実践的に解決するために毎年試みている通

常の授業にたいして, その過程が合理的なものである

かどうかを問うためのものである｡ これまでの教育実

験にみられたように, あらかじめ仮説を形成しておき,

その仮説の有効性を実証するために授業を実施すると

いう枠組みではなく, 日常的に実施されている授業を

合理的に改善すること, あるいはまったく新しいスタ

イルの授業を開発するときの方法論の開発である｡ と

くに e-Learningの実践にあたって欧米で開発された

方法論が広く適用されているが, 私の考え方は自主技

術を開発することを目指しており, さらには技術輸出

ができればと願っている｡ そのような意図から, すで

に SEAMEO-UNESCOの会議を通じて発表している
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が���, わが国の教育もこれまでのように輸入一辺倒
から脱却して, 自主技術を開発し, さらには教育輸出

も目指すべきである｡ わが国はユビキタス ICTでは

世界的に先進国であるが, そのような ICTを活用し

ての教育において自主技術が開発できるのかどうかが

問われている｡

３.３ 教育実践からの理論化

教育学は実践学であるというのが私の根本的な考え

方である｡ それは農学, 医学などと同じように, 教育

の実践から離れた規範学であってはあまり説得力をも

たない｡ 小学校教育についての理論を構築するために

は小学校に日参しなければならないだろうし, 中学校

の教育であれば中学校にいつでも出かけられるような

関係を築くことが必要であろう｡ あるいは企業内教育

や社会教育の教育方法については, その実践者が理論

化できる枠組みをもつ必要がある｡ 私は大学教育, な

かでも教員養成・教師教育分野での教育方法について

研究してきた｡ そのような視点からみたときに第１図

に示すような枠組みで授業開発の研究を進めているが,

そのときのモデルがつぎのMACETOモデルである｡

このモデルは理論的な思索から生まれたものではなく,

これまでの教育実践で試行錯誤を重ねながら徐々に形

成してきたものである｡

これまでの教育方法の考え方によると, とくに教育

工学のアプローチでは, 視聴覚教育にしてもメディア

教育にしても, 学習を成立させるためには外的条件を

整えることが重要であると考えている｡ それに対して

上記のモデルではすでに仮説として示したように, 内

的条件を整えることが重要であると考えている｡ それ

は現在の授業が, たとえば2004年度春学期での授業で

受講者は228名であり, 教室は地下に位置した多人数

用講義室であり, コンピュータの設備はまったくなく,

携帯電話を利用するにしても場所によって電波は届か

ないし, これだけの人数が同時に利用できるコンピュー

タ室も整備されていない状況での教育である｡ このよ

うな状況でチーム学習をベースとした主体的学習で,

学期末にはＡ４判のレポート用紙10枚 (12,000文字相

当) のレポートを書くという課題に取り組む授業を開

発するために用いているモデルである｡

このようなモデルにいたった経緯はここでは省略す

るが, この授業では学習者が学ぶことの意味を実感し,

チームで協力しながら一人ひとりがレポートにまとめ

ていくという課題に取り組んでいる｡ 2004年春学期の

授業では37チームを構成し, 学生たちは主体的に取り

組んできた｡ 私立大学としてさまざまな入試方法を採

用していて, スポーツ推薦などさまざま条件で入学し

てくる学生であり, 高等学校の授業について約３分の

２がマイナスイメージをもっている受講者である｡ そ

のような学生の９割５分以上がなんとかレポートを提

出している｡ 評価としてレポート 1枚につき 3点であ

るが11枚以上は枚数による得点はない｡ レポートの提

出枚数は表１のようになっており, 授業の最初に課題

が示されたときに大部分の学生は書けないと考えてい

たが, チーム学習で十分に議論させるとあまり苦にな

らないで書いてしまったという学生もいる｡ ５年間に

わたって改善を重ねきた結果, レポートの質として
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A,B,Cのランクで約 5割の学生が Aランクのレポー

トを作成できるまでに改善できた｡

MACETOモデルでの学習内容は, 自分がすでにもっ

ている知識や経験とチーム内で議論するときにメンバー

から提供される情報, インターネットや参考書からの

情報として捉えている｡ また, 成果も学生の能力とし

て習得されたものだけでなく, 中間段階でまとめたパ

ネル発表のための模造紙や, 最終レポートならびにそ

れに至るまでの中間報告などがあげられる｡ この成果

や活動などと学習する意味との関連を細心の注意を配

りながらアレンジすることによって, 不十分な施設設

備の条件のもとでも学生は十分に熱中し成果をあげる

ことができることを実証できた｡ このようなモデルを

利用しながら先の命題を形成し, それを手掛かりとし

て毎年改善を加えてきている｡

３.４ ICT 時代の教育技術の構築に向けて

すでに指摘したように, わが国の教育研究は輸入さ

れた枠組みと理論が主力となっている｡ このような状

況が続く限り, 研究者の間からわが国独自の理論が生

まれることはないだろう｡ このような事態を克服する

ためには, 文献に頼った理論化ではなく, わが国の教

育実態を直視したうえでの理論化が望まれる｡ そのた

めにも教授学構築の前提として共有できるビジョンを

討議する必要があるだろう｡ 私が提起したい ITC時

代における問題はつぎのようなものである｡

・ユビキタス情報社会での与える教育から求める学び

への転換

・少子社会では失敗はあってもよいが挫折のない教育

制度の構想

・変動社会にあって雇用可能性を維持できる学習環境

の整備

このように共有できるビジョンを示しながら, それ

を実現するための e-教授学を構築していく必要があ

る｡

そこで教育技術をつぎのように定義する｡

・教育実践においては教育技術が中心的課題である｡

・教育技術は経験知として習得される｡

・経験知はメンタルモデルを形成し, 暗黙知と明示知

とによって構成される｡

・明示知は形態知と形式知として表現される｡

・形態知はイラスト, 動画, 映像, 図式モデルとして

表現される｡

・形式知は命題として表現される｡

・教育技術の命題は経験命題と理論命題とに区分され

る｡

・経験命題は経験的認識命題, 経験的判断命題, 経験

的規範命題に区分される｡

・経験的認識命題は, 観察, 記録, 測定, 調査, 分析,

解釈などを経て記述された命題である｡

・経験的判断命題は, 認識命題から行為にいたる過程

での判断力に関する命題である｡

・経験的規範命題は, 教育思想, 国家政策, 社会的要

請, 経済的要請などから演繹される命題である｡

・理論命題は理論的認識命題, 理論的判断命題, 理論

的規範命題に区分される｡

・理論的認識命題は, 科学的研究によってすでに公知

されている認識に関する命題である｡

・理論的判断命題は, 科学的研究によってすでに公知

されている判断に関する命題である｡

・理論的規範命題は, 教育学研究によってすでに公知

されている規範に関する命題である｡

・教育技術の理論命題は, 経験法則から帰納的に実証

され広く公知された命題である｡

・教育技術の研究とは, 経験命題を理論命題へと洗練

する行為である｡

結 論

日常的な授業での教育技術は, 特有な状況にある特

定の学習者にたいして, 特定の意図をもって実行する

教授行為である｡ それは一般的概念としての教授行為

ではない｡ そのような状況において理性的な認識に基

づく合理的な判断による行為であることが要請されて

いる｡ そこで経験的なアプローチをとりながら授業を

合理的に改善していくために, 経験知を暗黙知と明示

知とに区分して, 明示知としての認識と判断を図式モ

デルと命題とによって表現し, それを記録しておきな

がら授業を組織的に繰り返して改善することを試みて

いる｡ 大学での多人数教育 (これまでの最大受講者は

228名) において, 少人数によるチームを数多く結成

し (最大で37チーム)｡ その学習を管理する方法を開

発した｡ このような教育実践を繰り返す過程で教育技
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術の構造について検討し, さきに述べたように定義す

ることができた｡

(2004年８月３日 受付)
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